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Ⅰ 津軽広域水道企業団のあらまし



１．沿　　　革

⑴　設立経過

津軽広域水道用水供給事業は、浅瀬石川ダムを水源とし、弘前市、黒石市、五所川原市、藤崎町、

尾上町、浪岡町、平賀町、常盤村、田舎館村、板柳町、鶴田町の津軽地域の11市町村に、将来に

わたり安定して水道用水を供給するために始められたものです。

この地域は、青森県西南部に位置し、岩木川により形成された肥沃な津軽平野のもとで、米と

りんごを主体とする農業生産と教育、文化、流通などの都市機能とが調和している地域であり、

さらに交通体系の整備、第二次産業の導入など定住基盤の強化を図ることにより、将来も発展が

期待されているところです。

昭和40年代当時この地域は、人口の増加に加え、生活水準の向上、都市機能の発展などを反映

して水需要は年々着実に増加し、以後も引き続き増えることが見込まれることから、新規に水源

を確保することが11市町村共通の課題となっていました。また、水道の水源として表流水を利用

していたのは、弘前市、黒石市、五所川原市の３市のみであり、他の町村においては水質、水量

とも不安定な地下水に全量を依存していたため、安定した水源である表流水への転換が急がれる

状況にありました。

このようなことから、11市町村は共同して新たに水源を建設省の浅瀬石ダム（昭和52年、名称

を「浅瀬石川ダム」に変更）に求めることとし、昭和47年11月16日、浅瀬石ダム上水道事業促進

協議会を設立して協議を進め、昭和49年４月27日、11市町村間で水道用水供給事業に係る基本協

定に合意しました。同年７月１日、11市町村は浅瀬石ダム水道企業団（昭和55年４月28日、名称

を「津軽広域水道企業団」に変更）を設立し、同年８月７日に水道用水供給事業の認可を得ました。

⑵　あ　ゆ　み

建設省東北地方建設局より流域市町村に対し、都市用水としてのダム利水要望の有無に

ついて照会される。

「浅瀬石ダム上水道事業促進協議会」が設立される。

浅瀬石ダム上水道事業促進協議会総会において、「水道用水供給事業に関する協定書」

を締結する。さらに、計画目標年次を昭和70年度、計画一日最大給水量を123,500㎥と

するなどの基本計画を決定する。

「浅瀬石ダム水道企業団」の設立が許可される。（青森県指令第4080号）

建設大臣に対し、「浅瀬石ダム使用権設定申請書」を提出する。

企業長互選会において、企業長に藤森睿弘前市長を互選する。

管理事務所を黒石市から弘前市水道部内に移転する。

水道用水供給事業としての経営が認可される。（厚生省環第587号）

水道水源開発等施設整備費補助事業として採択される。

「浅瀬石ダムの建設に関する基本計画」が告示される。（建設省告示第1325号）

企業長互選会において、企業長に福士文知弘前市長を互選する。

「浅瀬石ダムの建設に関する基本計画」の一部変更が告示される。（建設省告示第734号）

名称を「浅瀬石ダム」から「浅瀬石川ダム」へ変更。

特定広域化施設整備事業（補助率３分の１）として採択される。

青森県に対し「31億３千５百万円」の県補助金を陳情し、「25億円」の知事回答が得ら

れる。

青森県議会において「津軽圏域中央部広域的水道整備計画」が議決される。

管理事務所を弘前市大字下白銀町21番地８号に移転する。

名称を「津軽広域水道企業団」に変更する。それに伴い、規約の一部を変更する。（青

森県指令第2552号）

昭和46年 8月

昭和46年11月16日

昭和49年 4月27日

昭和49年 7月 1日

昭和49年 7月 4日

昭和49年 7月 4日

昭和49年 8月 1日

昭和49年 8月 7日

昭和49年 9月12日

昭和49年10月26日

昭和51年 2月10日

昭和52年 4月19日

昭和54年 1月27日

昭和54年 9月 7日

昭和54年10月23日

昭和55年 1月 7日

昭和55年 4月28日
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昭和55年 7月25日

昭和55年11月 9日

昭和56年 1月14日

昭和56年 7月 7日

昭和56年11月13日

昭和56年11月14日

昭和57年 4月23日

昭和57年11月18日

昭和58年 8月31日

昭和59年 5月22日

昭和60年 7月26日

昭和60年10月 6日

昭和61年11月 9日

昭和62年 6月18日

昭和62年 7月14日

昭和62年10月 4日

昭和63年 3月 1日

昭和63年 3月 3日

昭和63年 3月21日

昭和63年 4月 4日

昭和63年 4月26日

昭和63年 5月23日

昭和63年 8月26日

昭和63年11月 1日

平成元年 4月 1日

平成２年 3月25日

平成２年 6月27日

平成４年 2月25日

平成５年 3月18日

平成５年 7月22日

平成５年11月 1日

平成５年12月17日

平成６年 3月30日

平成７年 2月28日

平成10年 7月25日

平成14年11月11日

平成15年12月15日

平成16年 3月20日

平成16年 9月 7日

平成17年 2月11日

総合浄水場建設予定地の地権者に対する事業説明会を開催する。

第１回職員採用資格試験を実施する。

浄水施設実施設計業務委託及び地質調査業務委託を発注する。

送水管布設工事６件を発注する。

第２回議会定例会終了後の議員全員協議会で、見直し建設計画及び出資債制度の導入が

承認される。

総合浄水場用地に関する調印式が行われる。

管理事務所を弘前市大字北横町95番地の２に移転する。それに伴い、規約の一部を変更

する。（青森県指令第3945号）

第２回議会定例会終了後の議員全員協議会で、一斉給水の方針を確認する。

総合浄水場の起工式を行う。

総合浄水場沈でん池・ろ過池築造工事を発注する。

管理本館築造工事を発注する。

第２回職員採用資格試験を実施する。

第３回職員採用資格試験を実施する。

建設大臣より岩木川水系浅瀬石川及び中野川における水利使用が許可される。（建設省

東地河政発第２号）

水力発電所築造工事を発注する。

第４回職員採用資格試験を実施する。

管理事務所を黒石市大字石名坂字姥懐２番地に移転する。それに伴い、規約の一部を変

更する。（青森県指令第616号）

建設大臣に対し、ダム使用権設定前の多目的ダムの利用に係る許可申請書を提出する。

（特定多目的ダム法第13条）

浅瀬石川ダムから総合浄水場までの6.9㎞の導水管の洗管作業を開始する。

総合浄水場の試運転を開始する。

建設大臣より自家用水力発電所設置に係る水利使用が許可される。（建設省東地河政発

第14号）

総合浄水場から構成市町村の受水池までの86.5㎞に及ぶ送水管の洗管作業を開始する。

弘前市異常渇水に対して、水道用水の緊急暫定供給を開始する。（18日間）

津軽広域水道企業団水道用水供給事業通水式典を開催、構成11市町村へ水道用水の供給

を開始する。（施設能力61,750㎥／日）

水力発電を開始する。

管網部分の送水管布設が完了する。

総合浄水場沈でん池・ろ過池築造工事（第２期）を発注する。

企業長互選会において、企業長に金澤隆弘前市長を互選する。

東北電力㈱と自家用水力発電電力の受給契約を締結する。

津軽広域水道企業団水道用水供給事業第２期工事完成通水式典を開催する。（施設能力

92,625㎥／日）

西北地域水道企業団と合併。水道事業会計は事業部制を採用し、津軽事業部及び西北事

業部とする。それに伴い、規約の一部を変更する。（青森県指令第3465号）

青森県議会において「津軽圏域中央部広域的水道整備変更計画」が議決される。

厚生省より、西北事業部と合併することによる第１次拡張が認可される。（厚生省生環

第359号）

第１回議会定例会終了後の議員全員協議会で、平成８年度から平成15年度までの新財政

収支計画において、料金は据え置きのままで、構成市町村からの繰入金を継続すること

が承認される。

通水10周年を記念し、浅瀬石川ダム完成10周年記念と合同で式典を開催する。

第２回議会定例会終了後の議員全員協議会で、平成15年度から平成22年度までの第３

次財政収支計画において、基本料金及び使用料金の引き下げ、平成15年度からの一般会

計繰入金の廃止、施設増設及び用地取得することが承認される。

夏季の異臭に対処するため、粉末活性炭処理施設を建設する。

天日乾燥床を２池増設し、汚泥処理量が10,915㎥となる。

総合浄水場計装設備更新工事（２ヵ年）を発注する。

木造町、森田村、柏村、稲垣村、車力村が合併し、つがる市が設置される。

それに伴い、規約の一部を変更する。（青森県指令第136号）
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平成17年 3月28日

平成17年 4月 1日

平成18年 1月 1日

平成18年 2月22日

平成18年 2月27日

平成18年 4月24日

平成18年 5月15日

平成19年 4月 1日

平成19年 9月16日

平成20年 3月21日

平成20年 3月25日

平成20年10月 9日

平成20年11月 7日

平成21年 1月16日

平成21年 3月19日

平成21年 4月 1日

平成22年 3月19日

平成22年 4月22日

平成22年11月 9日

平成23年 3月11日

平成23年 3月22日

平成23年 3月25日

平成23年 9月20日

平成24年 3月25日

平成24年 9月20日

平成24年 9月23日

平成24年11月14日

平成25年 3月25日

平成26年 2月16日

藤崎町及び常盤村が合併し、藤崎町が設置される。また、五所川原市、市浦村及び金木

町（非構成団体）が合併し、五所川原市が設置される。それに伴い、規約の一部を変更する。

（青森県指令第789号）

浪岡町が青森市（非構成団体）と合併し、青森市が設置される。それに伴い、規約の一部

を変更する。（青森県指令第883号）

平賀町、尾上町及び碇ヶ関村（非構成団体）が合併し、平川市が設置される。

議員全員協議会において、西北事業部に対し津軽事業部から用水供給することが認めら

れる。

弘前市が岩木町及び相馬村（２町村は非構成団体）と合併し、弘前市が設置される。平川

市及び弘前市の合併に伴い、規約の一部を変更する。（青森県指令第2889号）

弘前市の合併により、企業長が不在となったため、副企業長の外川三千雄平川市長が企

業長職務代理者となる。

企業長互選会において、企業長に相馬錩一弘前市長を互選する。

融雪による急激な水質変動により浄水作業に支障をきたし、水質が悪化したため給水制

限をする。

地方自治法の一部改正による副市町村長の設置等に伴い、規約の一部を変更する。（青

森県指令第236号）

第５回職員採用資格試験を実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（公営企業金融公庫資金963,300千円の借り換え）を実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（財政融資資金1,165,000千円の借り換え）を実施する。

青森県議会において「津軽圏域中央部広域的水道整備計画（変更計画）が同意される。

第２回議会定例会終了後の議員懇談会において、将来、西北事業部は津軽事業部からの

用水供給を受けて水道事業を行うこと及びそれに伴う費用負担についての同意を得る。

津軽圏域中央部広域的水道整備計画（変更計画）が青森県議会において同意されたことを

受け、規約の一部変更をする。（青森県指令第73号）

増設分の浄水池（11,285㎥）が完成し、既存の浄水施設の保守及び急激な水質変化などに

対応可能な時間が約２倍の４時間となる。

西北事業部は津軽事業部からの用水供給を受けて水道事業を行うこと及び関係市町村の

新たな基本水量又はそれに伴う費用負担について改正された水道用水供給事業に関する

協定書が施行される。

厚生労働省より、給水対象に津軽広域水道企業団水道事業（西北事業部）を加える変更が

認められる。

企業長互選会において、企業長に葛西憲之弘前市長を互選する。

平成22年第２回議会定例会終了後の議員懇談会において、弘前市水道事業への供給量の

制限を前提として、浄水施設増設計画（用水供給水量30,875㎥の増量）の凍結及び第３次

財政収支計画の２年間延長について承認される。

東日本大震災が発生し、東北地方各地で大きな被害がでる。

公的資金補償金免除繰上償還（地方公共団体金融機構資金・平成22年度分351,000千円

の借り換え）を実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（財政融資資金・平成22年度分579,000千円の借り換え）を

実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（地方公共団体金融機構資金・平成23年度分101,000千円

の借り換え）を実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（財政融資資金・平成23年度分192,000千円の借り換え）を

実施する。

公的資金補償金免除繰上償還（地方公共団体金融機構資金・昭和61年度分311,000千円、

昭和62年度分336,000千円の借り換え）を実施する。

2-メチルイソボルネオール（以下「2-MIB」という。）の濃度が浄水で11ナノグラムパー

リットル（以下「ng/ℓ」という。）と水質基準値の10ng/ℓを超えたため、水道水異臭味

対策本部を設置する。

2-MIBの数値が浄水で1ng/ℓ未満となり、通常の浄水処理で対応可能となったため、水

道水異臭味対策本部を解散する。

公的資金補償金免除繰上償還（財政融資資金・昭和61年度分402,000千円、昭和62年度

分412,000千円、平成３年度分92,000千円の借り換え）を実施する。

第６回職員採用資格試験を実施する。
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２．計画の概要

⑴　創設事業概要

計画の目標年次は、地域内の水需要を考慮するなど、長期的見地から平成７年度としました。

地域内の総人口は、昭和45年363,000人、昭和50年373,000人、昭和60年385,000人と着実な増

加を示し、将来の人口は地域内の開発計画、定住圏計画等により、更に増加が進むと考えられる

ことから、平成７年では429,000人と予測しました。

また、地域内の１人１日最大給水量は昭和45年259ℓ、昭和50年327ℓ、昭和55年344ℓ、昭和

60年374ℓであり、今後も引き続き、下水道の整備に伴う水洗化の普及、生活水準の向上等による

生活用水の増大、都市化の進展に伴う都市活動用水の増加が見込まれることから、平成７年度で

は502ℓ（１日最大給水量215,500㎥）と推計しました。

本水道用水供給事業は、昭和49年度に水道用水供給事業の経営の認可を受けて調査設計に着手

し、第１期工事として昭和56年度から昭和62年度までの間に、取水、導水、浄水、送水の各施設

を建設。昭和63年11月１日から構成11市町村へ水道用水の供給を開始しました。

第１期工事竣工時の施設能力は、過大な先行投資を避けるため、計画１日最大給水量123,500㎥

の４分の２に相当する61,750㎥とし、今後の構成11市町村の水需要の動向を的確に判断して順

次施設の整備をしていくこととしたものです。そして、平成４・５年度以降にはこの施設能力を

上回ることが予測されたことから、平成２年度より計画１日最大給水量の４分の１に相当する

30,875㎥を増設する第２期工事に着手し、平成５年度をもって第２期工事は竣工しました。

その結果、計画１日最大給水量の４分の３（92,625㎥）をまかなうことのできる施設となりました。

平成26年 2月24日

平成26年 4月22日

平成27年 3月27日

平成29年 3月10日

平成29年 8月 1日

平成26年第１回議会定例会終了後の議員懇談会において、第４次財政計画（平成25〜29

年度）が承認される。

企業長互選会において、企業長に葛西憲之弘前市長を互選する。

汚泥脱水施設が完成し 、脱水機により年間約27,600㎥の汚泥処理が可能となる。

関係市町村における平成33年度以降の基本水量及び西北事業部への用水供給に係る施設

整備、施設利用負担金を盛り込んだ、新たな「津軽広域水道企業団水道用水供給事業に

関する協定」を締結した。

水力発電設備の更新が終了し、再生可能エネルギー固定価格買取制度（20年間）による発

電電力の全量を売電することとした。これにより、使用電力料金を差し引いても年間で

約1,800万円（税抜き）の収入の増加が見込まれることとなった。
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市 町 村 名 備　　考

弘　前　市

黒　石　市

五所川原市

藤　崎　町

尾　上　町

浪　岡　町

平　賀　町

常　盤　村

田 舎 館 村

板　柳　町

鶴　田　町

合　計

196,000

44,000

55,000

12,100

12,000

24,900

26,500

7,000

11,300

20,800

19,400

429,000

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

598

423

523

384

426

486

351

465

370

335

278

502

117,200

18,600

28,740

4,650

5,115

12,090

9,300

3,255

4,185

6,975

5,390

215,500

37,200

18,600

16,740

4,650

5,115

12,090

9,300

3,255

4,185

6,975

5,390

123,500

80,000

0

12,000

0

0

0

0

0

0

0

0

92,000

平　成　７　年　度　（計画最終年度）

人　　　口
　　　（人）

水道普及率
　　　（％）

原　単　位
（最大Ｌ／日）

給　水　量
（最大㎥／日）

受　水　量
（最大㎥／日）

自 己 水 源
（最大㎥／日）

⑵　創設時の計画主要諸元

項　　　　　　目 内　　　　　　容

1 事業名 津軽広域水道企業団水道用水供給事業

水道用水供給事業経営認可年月日 昭和49年８月７日2

津軽圏域中央部広域的水道整備変更

計画策定年月日
平成５年12月17日3

計画目標年次 平成７年度4

給水対象市町村

弘前市、黒石市、五所川原市、藤崎町、尾上町、浪

岡町、平賀町、常盤村、田舎館村、板柳町、鶴田町

（３市６町２村）

5

計画給水人口 429,000人6

計画全体一日最大給水量
215,500㎥　うち企業団給水量　123,500㎥

自己水源給水量　 92,000㎥
7

計画一人一日最大給水量 502Ｌ8

計画一日最大取水量 132,800㎥（企業団取水分）9

⑶　関係市町村創設時水道計画（昭和49年度作成）

昭和49年度〜平成５年度

　調 査 設 計　昭和49年度〜昭和56年度

　第１期工事　昭和56年度〜平成元年度

　第２期工事　平成２年度〜平成５年度

10 施行年次

昭和63年11月１日給水開始年月日11

特定多目的ダム浅瀬石川ダム貯留水水源の種別12

津軽広域水道企業団事業主体13

396億円総事業費14
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市 町 村 名 備　　考

弘　前　市

黒　石　市

五所川原市

藤　崎　町

尾　上　町

浪　岡　町

平　賀　町

常　盤　村

田 舎 館 村

板　柳　町

鶴　田　町

合　計

165,532

33,856

46,985

10,234

9,996

20,061

22,561

6,434

9,226

17,387

15,724

357,996

95.6

86.9

99.9

98.4

99.2

96.9

96.3

99.8

99.9

99.9

97.8

96.0

423

333

419

323

303

363

204

260

336

308

389

381

69,981

11,274

19,670

3,305

3,033

7,286

4,605

2,523

3,100

5,362

6,120

136,259

27,900

13,950

12,555

3,487.5

3,836.25

9,067.5

6,975

2,441.25

3,138.75

5,231.25

4,042.5

92,625

80,000

0

12,000

0

0

0

0

0

0

0

0

92,000

平　成　15　年　度　（計　　画）

人　　　口
　　　（人）

水道普及率
　　　（％）

原　単　位
（最大Ｌ／日）

給　水　量
（最大㎥／日）

受　水　量
（最大㎥／日）

自 己 水 源
（最大㎥／日）

⑷　関係市町村第２次水道計画（平成７年度作成）

市 町 村 名 備　　考

弘　前　市

黒　石　市

五所川原市

藤　崎　町

尾　上　町

浪　岡　町

平　賀　町

常　盤　村

田 舎 館 村

板　柳　町

鶴　田　町

合　計

171,735

34,282

47,576

10,466

10,136

21,300

19,642

6,715

8,000

16,176

15,141

361,169

97.3

94.6

95.9

99.3

94.6

98.6

99.0

99.3

98.8

99.8

98.0

97.2

449

341

326

319

330

348

346

396

400

307

325

390

77,078

11,680

15,520

3,390

3,349

7,403

6,796

2,659

3,200

4,963

4,918

140,956

27,900

13,950

12,555

3,487.5

3,836.25

9,067.5

6,975

2,441.25

3,138.75

5,231.25

4,042.5

92,625

50,078

0

6,400

0

0

0

0

0

0

0

0

56,478

平　成　22　年　度　（計　　画）

人　　　口
　　　（人）

水道普及率
　　　（％）

原　単　位
（最大Ｌ／日）

給　水　量
（最大㎥／日）

受　水　量
（最大㎥／日）

自 己 水 源
（最大㎥／日）

⑸　関係市町村第３次水道計画（平成14年度作成）
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⑹　現在の計画主要諸元

項　　　目 内　　　　　　容

1 事 業 名 津軽広域水道企業団水道用水供給事業

2
水 道 用 水 供 給 事 業
経 営 認 可 年 月 日

昭和49年８月７日

3
津 軽 圏 域 中 央 部 広 域 的
水道整備変更計画策定日

平成20年10月９日

4 計 画 目 標 年 次 平成35年度

5 給 水 対 象 市 町 村
弘前市、黒石市、五所川原市、つがる市、平川市、青森市、藤崎町、
田舎館村、板柳町、鶴田町　（６市、３町、１村）

6 計 画 給 水 人 口 397,665人

7 計画全体一日最大給水量 企業団給水量　123,500㎥

8 計画一人一日最大給水量 453Ｌ

9 計 画 一 日 最 大 取 水 量 132,800㎥（企業団取水分）

10 施 行 年 次
拡 張 事 業　平成21年度〜平成25年度　53億円
建設改良事業　平成19年度〜平成35年度　84億円

11 給 水 開 始 年 月 日 昭和63年11月１日

12 水 源 の 種 別 特定多目的ダム浅瀬石川ダム貯留水

13 事 業 主 体 津軽広域水道企業団

14 総 事 業 費 446億円

⑺　関係市町村水道計画（平成 22 年度作成）

市町村名

平成35年度 （計画）

備　考人 口 水道普及率 原 単 位 給 水 量 受 水 量 自 己 水 源

（人） （％）（最大Ｌ／日）（最大㎥／日）（最大㎥／日）（最大㎥／日）

弘 前 市  158,150  100.0  474  74,940 37,200 37,740 

黒 石 市  38,906  99.0  357  13,880 13,880 ０ 

五所川原市  58,780  100.0  473  27,830 15,540 12,290 

平 川 市  31,500  99.1  411  12,960 12,960 ０ 

青 森 市  20,276  99.8  507  10,290 10,290 ０ 

藤 崎 町  16,191  99.5  409  6,630 6,630 ０ 

田 舎 館 村  7,163  99.3  437  3,130 3,130 ０ 

板 柳 町  15,701  97.8  349  5,480 5,480 ０ 

鶴 田 町  13,598  96.6  396  5,390 5,390 ０ 

西北事業部  37,400  100.0  527  19,700 13,000 6,700 

合　計  397,665  99.6  453  180,230  123,500 56,730 
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